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核燃料サイクル開発機構 

財団法人 原子力環境整備促進・資金管理センター 

核燃料サイクル開発機構と財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター 
との放射性廃棄物の処理、処分等の研究開発に関する協力協定 

 
核燃料サイクル開発機構（以下「サイクル機構」という｡）は、高レベル放射性廃

棄物の地層処分技術に関する研究開発を実施し、わが国における地層処分技術に関す

る研究開発成果を取りまとめるなど、技術情報及び経験を蓄積してきた｡現在、これ

までの研究開発成果を踏まえ、深地層の研究施設、地層処分放射化学研究施設等を活

用し、深地層の科学的研究、実測データの着実な蓄積とモデル高度化による地層処分

技術の信頼性向上と安全評価手法の高度化に向けて研究開発を着実に推進している。

また、低レベル放射性廃棄物について、処理、処分等を合理的かつ総合的に実施して

いくため、必要となる技術開発を進めている。 

 
原子力環境整備促進・資金管理センター（以下「原環センター」という。）は、非

営利、中立的な放射性廃棄物処理処分の研究機関として、高レベル放射性廃棄物の処

分及び低レベル放射性廃棄物の処理、処分等に関する研究開発を実施し、技術情報及

び経験を蓄積してきた｡現在、わが国の高レベル放射性廃棄物地層処分計画の推進の

ため、必要となる技術情報の整備、提供を行うとともに周辺基盤技術の調査研究等を

進めている。また、低レベル放射性廃棄物について、処理・処分システムや処分のた

めの技術的な基準等に関する研究を進めている。 

 
国は、地層処分技術に関する研究開発について、国及び関係機関は研究開発を適切

な役割分担の下で積極的に進めて行くことが必要であるとともに、国として、最終処

分に関する人材を養成する方策について関係機関と協力しつつ検討していくことが

重要である、との方針を示している。 

 
サイクル機構及び原環センターは、上記のそれぞれの役割並びに国の方針を踏まえ、

高レベル放射性廃棄物の地層処分分野の研究開発や国が進める人材養成に対する貢

献、並びに低レベル放射性廃棄物の処理、処分等の研究開発に関し、緊密な連携の下

で、効果的かつ効率的に進めることの重要性を認識している。 

 
以上のことから、サイクル機構及び原環センターは以下のとおり放射性廃棄物の処

理、処分等の研究開発に関する協力協定（以下、本協定という）を締結する。 



（目的） 
第１条 本協定は、サイクル機構及び原環センターが、放射性廃棄物の処理、処分

等に関する研究開発の効果的かつ効率的な推進を図るため、相互に緊密な

協力を行うことを目的とする。 

（定義） 
第２条 本協定で使用する用語の定義は、次の各号に定めるとおりとする。 

(1) 「保有する技術情報」とは、サイクル機構又は原環センターが、所有若し

くは使用を認められている科学的、技術的データ、及び研究開発の結果

または方法等に関する情報をいい、それらに関する特許等知的所有権を

含む。 

(2) 「開示技術情報」とは、本協定に基づいて開示され、使用許諾された技術

情報をいう。 

(3) 「成果技術情報」とは、本協定に基づいて、開示技術情報を用いて新たに

発生した当該部分に関する技術情報（開示技術情報を用いて委託先等に

おいて新たに発生した技術情報を含む。）をいう。また、成果技術情報を

使用して新たに発生した当該部分に関する技術情報も成果技術情報に含

む。 

（協力分野） 
第３条 本協定における協力分野は、次の分野とする。 

(1) 高レベル放射性廃棄物の処分技術に係わる研究開発に関すること 

(2) 高レベル放射性廃棄物の処分に係わる人材の養成の方策に関すること 

(3) その他サイクル機構及び原環センターが必要と認める放射性廃棄物の処

理、処分等の研究開発に関すること 

（協力委員会の設置） 
第４条 本協定に定める事項を円滑に進めるため、協力委員会（以下「委員会」と

いう。）を置く。 

２ 委員会は、サイクル機構及び原環センターの役職員からなる委員若干名を

もって構成する。 

３ 委員会は、研究協力等に係わる重要事項を協議する。 

４ 委員会で必要と認めたときは専門委員会を置くことができる。 

５ 委員会の細目については、サイクル機構及び原環センターの間で協議の上、

委員会で決めるものとする 

（協力方法） 
第５条 本協定に基づく協力の方法は、以下の各号のとおりとする。 

(1) 共同研究の実施 

(2) 委託業務の実施 

(3) 職員の派遣 

(4) 技術情報の開示 

(5) 施設・設備の共用 

２ サイクル機構及び原環センターは前項の規定にかかわらず、第４条に定め

る委員会での決定に基づき、前項以外の方法により協力ができるものとし、

その都度、協議の上、実施の手続き等を定めるものとする。 

（共同研究の実施） 
第６条 サイクル機構及び原環センターは、第 5 条第 1 項第 1 号の共同研究を実施

する場合には、別途契約を結び、研究内容、成果の取扱い、研究機器等の

使用、特許等知的所有権の取扱い等について個別に協議して定めるものと

する。 

２ 共同研究に要する経費は、原則として、研究の分担に応じてそれぞれが負

担する。 

（委託業務の実施） 
第７条 サイクル機構又は原環センターは、相手方に対し、第 5 条第 1 項第 2 号の

委託業務の実施を希望する場合には、あらかじめその内容を文書で申し込

むものとする。 

２ サイクル機構及び原環センターは、前項の申し込み受領後、速やかに、委

託業務の内容等について協議する。 

３ 委託業務の実施の内容、条件等については、その都度定める。 

（職員の派遣） 
第８条 サイクル機構又は原環センターは、第 5 条第 1 項第 3 号の職員の派遣を実

施する場合には、他の一方の同意を得て、研究等に従事させる職員を派遣

することができる。 



２ 前項において派遣する職員の身分、派遣期間、服務及び施設の利用等は、

両者協議して定めるものとする。 

（技術情報の開示） 
第９条 サイクル機構又は原環センターは、第 5 条第 1 項第 4 号の技術情報の開示

を実施する場合には、使用目的、範囲等を記載した文書により、相手方が

保有する技術情報の開示を申し込むものとする。 

２ サイクル機構又は原環センターは、前項の申し込み受領後、速やかに開示

される技術情報の具体的内容等について協議する。その際、申し込みを受

けた者は、相手方の希望に応ずべく最大限の努力を行うものとする。 

３ サイクル機構又は原環センターの保有する技術情報の開示については、こ

の協定の第 12 条から第 14 条までに定める考え方及び手続きに従って行う

ものとする。 

（開示技術情報等の帰属） 
第１０条 使用許諾された開示技術情報は、許諾後も開示元であるサイクル機構又は

原環センターに帰属する。 

２ 成果技術情報は、サイクル機構及び原環センターが共有するものとする。 

（施設・設備の共用） 
第１１条 サイクル機構又は原環センターは、相手方に対し、第 5 条第 1 項第 5 号の

施設・設備の共用を希望する場合には、あらかじめ希望する施設・設備の

使用の範囲、使用方法、期間等を文書で申し込むものとする。 

２ サイクル機構及び原環センターは、前項の申し込み受領後、速やかに、施

設・設備の共用に関わる具体的内容及び条件について協議する。 

３ 施設・設備の共用範囲、条件等については、その都度定める。 

（技術情報の管理） 
第１２条 サイクル機構及び原環センターは、それぞれの適切に管理できる技術情報

に関する内部規定（以下「内部規定」という。）により、開示を受けた開示

技術情報の機密を保つものとする。 

（技術情報の目的外使用の禁止） 
第１３条 サイクル機構及び原環センターは、開示を受けた開示技術情報を、この協

定の協力分野以外の目的に使用しないものとする。ただし、あらかじめ文

書による相手方の承認を得た場合は、この限りではない。 

（技術情報の第三者への開示等の禁止） 
第１４条 サイクル機構及び原環センターは、あらかじめ文書による相手方の同意を

得ることなく、開示を受けた開示技術情報を第三者に開示し、若しくは使

用させないものとする。 

２ サイクル機構又は原環センターは、開示技術情報を第三者に開示し、若し

くは使用させることを希望する場合には、あらかじめ文書により相手方に

申し込み、承認を得るものとする。 

３ サイクル機構又は原環センターは、本条により開示技術情報を第三者に開

示し、若しくは使用させる場合、別紙「開示技術情報等の第三者への開示

に当っての機密保持等の条件」を遵守させるものとする。 

（権利及び義務の承継） 
第１５条 本協定におけるサイクル機構の権利及び義務は、独立行政法人日本原子力

研究開発機構法（平成 16 年 12 月 3 日法律第 155 号）附則第 3 条の定めに

より、平成 17 年 10 月 1 日付けをもって、独立行政法人日本原子力研究開

発機構に承継されるものとする。 

（疑義等の解決） 
第１６条 本協定の定めに疑義等が生じた場合、又はこの協定に定めのない事項につ

いては、サイクル機構及び原環センターは相互に誠意をもって協議の上、

これを解決するものとする。 

（協定の改定、補足） 
第１７条 サイクル機構又は原環センターのいずれか一方がこの協定の改定又は補

足を行うことを提案したときは、サイクル機構と原環センターが協議の上、

本協定の改定又は補足を行うことができるものとする。 

（有効期限） 
第１８条 本協定の有効期間は、本協定の締結日から平成 22 年 3 月 31 日までとする。

ただし、期間満了までに、サイクル機構又は原環センターのいずれからも



相手先に対して、終了等の意思表示のない場合には、この有効期限は自動

的に１年間延長するものとし、以後もこの例にならうものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず第１２条から第１４条までに定める事項は、当該

技術情報が公知となるまで有効とする。 

 
本協定の締結の証として、本書２通を作成し、サイクル機構、原環センター記名、

押印のうえ、各自その１通を保有する。 

 
平成 17 年 4 月 28 日 

 
 
 
 
 
 

 

茨城県那珂郡東海村村松 4 番地 49 
核燃料サイクル開発機構 
理事長 殿塚 ・一 

東京都港区虎ノ門 2-8-10 第 15 森ビル 4 階 
財団法人 原子力環境整備促進・資金管理センター 
理事長 板倉 治成 

 

平成 17 年 4 月 28 日 

 

 

開示技術情報等の第三者への開示に当っての機密保持等の条件 

 

１． 当該第三者は、技術情報管理に関する内部規準を作成し、開示技術情報等（当

該第三者において開示技術情報等を使用して新たに得られた技術情報を含む。以

下同じ。）の機密を保持し、内部での取扱いに十分注意するほか、他の第三者に漏

らしてはならない。 

２． 当該第三者は、開示技術情報等を委託契約又は請負契約の目的以外に使用して

はならない。 

３． 当該第三者は、委託契約又は請負契約の成果として、開示技術情報等を使用し

て新たに得られた技術情報は、資料化してサイクル機構及び原環センターに引き

渡さなければならない。 

４． 当該第三者が、開示技術情報等を使用して新たに得られた技術情報は、次項に

定める特許等に関するものを除き､サイクル機構及び原環センターが共有するも

のとする。 

サイクル機構及び原環センターは、当該成果技術情報を当該第三者に使用許諾

するものとする。 

５． 当該第三者が、開示技術情報等を使用して特許等の対象となり得る発明、考案

又は意匠の創作をした場合は、速やかにサイクル機構及び原環センターに通知し、

出願等についてサイクル機構及び原環センターと協議を行うものとする。 

６． 開示技術情報等は、貸与とし、契約の終了と同時にサイクル機構又は原環セン

ターに返却しなければならない。 

７． 当該第三者は、開示技術情報等を他の第三者に対して再開示する場合には事前

に、サイクル機構又は原環センターから文書により承認を得るとともに、前各項

に定める機密保持等の事項を再開示する相手方に守らせなければならない。 

 

以 上 

別紙 


